
◆被災された方々の自治によるコミュ
ニティづくり（サロン、集いの場
などの開設）を支援する事業

◆特に閉じこもりがちな男性高齢者を
対象とした居場所づくり事業

◆ストレスを抱える子ども・子育て
世帯を支援するための傾聴・電話
相談、心のケアを行う事業 など

復興について目に見える進ちょくが感じられない

「踊り場」期

◆高齢者、障害者等が円滑に
転居するための生活相談等
の支援する事業

◆復興住宅等への移行により、
空き住居が増える仮設住宅に
おける孤独死を防止する事業
など

復興住宅等への移行を
見通した支援

地域の支え合い・コミュニティ
づくりや再構築を支援

被災された方々のニーズ
は多様化・個別化へ

→被災された方自らがそ
のニーズに対応する取
り組みが必要

生活リスクが高まった
社会的弱者へ配慮のあ
る取り組みが必要
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地元ＮＰＯ

外部からのノウハウの提供を受けなが
ら、地元ＮＰＯが主体的に活動するこ
とで、中･長期的な復興支援を推進

次の段階に向けた

中・長期的な支援へ

多様な
担い手による
連携・協働で
支援を効果的に

具体的な優良事例は
こちらをクリック

重点的に支援する事業①

「東日本大震災で被災された方等の支援」に関する事業

http://hp.wam.go.jp/Portals/0/docs/gyoumu/jyosei/pdf/h26hisaichi-j.pdf

